
第 34号議案  

神戸市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正する

条例の件  

 神戸市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例

を次のように制定する。  

令和２年３月 18日提出  

神戸市長  久   元   喜   造   

神戸市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正する

条例  

神戸市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（令和元年 12月条例第

37号）の一部を次のように改正する。    

附則第４条から第７条までを削り，附則第８条を附則第４条とする。  

   附  則   

 （施行期日等）  

１  この条例は，令和２年６月１日から施行し，附則第４条から第７条までを削

る改正規定（附則第４条及び第５条に係る部分に限る。）は，令和元年 12月１

日から適用する。  

 （期末手当等の内払）  

２  この条例による改正後の神戸市職員の給与に関する条例等の一部を改正する

条例の規定による改正後の神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例

（昭和 28年６月条例第 23号）の規定を適用する場合においては，この条例によ

る改正前の神戸市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第４条

及び第５条の規定により読み替えて適用する神戸市職員に対する期末手当等の

支給に関する条例の規定に基づいて支給された期末手当及び勤勉手当は，この

条例による改正後の神戸市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の

規定による改正後の神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例の規定

による期末手当及び勤勉手当の内払とみなす。  

 

理     由  



本市人事委員会の給与に関する報告及び勧告を尊重し，教育長，教育委員会事

務局に勤務する課長級以上の職員及び市立学校の校長等の期末手当等の改定を行

うに当たり，条例を改正する必要があるため。  



（参  考）  

神戸市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例  ぬきがき  

（   は，改正部分を示す。）  

   附  則  

（教育長に係る令和元年 12月１日を基準日と

する期末手当の額の特例）  

第４条  教育長に係る改正後の期末手当条例第２

条第２項の規定の適用については，同項の規定

にかかわらず，同項中「 100分の 225」とあるの

は，「 100分の 220」とする。  

（教育委員会の職員に係る令和元年 12月１日

を基準日とする勤勉手当の額の特例）  

第５条  教育委員会事務局（地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和 31年６月法律第

162号。以下「法」という。）第 17条第１項の規

定 に よ り 設 置 さ れ た 事 務 局 を い う 。 以 下 同

じ。）及び教育委員会の所管に属する学校その

他の教育機関（法第 30条の規定により設置され

た学校その他の教育機関をいう。以下同じ。）

の職員であって，神戸市職員の給与に関する条

例第３条第１項第１号に規定する行政職給料表

の適用を受ける職員のうちその属する職務の級

が６級以上であるもの，同項第２号に規定する

消防職給料表の適用を受ける職員のうちその属

する職務の級が６級以上であるもの，同項第３

号イに規定する教育職給料表⑵の適用を受ける

職員のうちその属する職務の級が４級であるも

の，同号エに規定する教育職給料表⑷の適用を

受ける職員のうちその属する職務の級が５級で

あるもの，同号オに規定する教育職給料表⑸の

 

（教育長に係る令和元年 12月１日を基準日と

する期末手当の額の特例）  

第４条  教育長に係る改正後の期末手当条例第２

条第２項の規定の適用については，同項の規定

にかかわらず，同項中「 100分の 225」とあるの

は，「 100分の 220」とする。  

（教育委員会の職員に係る令和元年 12月１日

を基準日とする勤勉手当の額の特例）  

第５条  教育委員会事務局（地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和 31年６月法律第

162号。以下「法」という。）第 17条第１項の規

定 に よ り 設 置 さ れ た 事 務 局 を い う 。 以 下 同

じ。）及び教育委員会の所管に属する学校その

他の教育機関（法第 30条の規定により設置され

た学校その他の教育機関をいう。以下同じ。）

の職員であって，神戸市職員の給与に関する条

例第３条第１項第１号に規定する行政職給料表

の適用を受ける職員のうちその属する職務の級

が６級以上であるもの，同項第２号に規定する

消防職給料表の適用を受ける職員のうちその属

する職務の級が６級以上であるもの，同項第３

号イに規定する教育職給料表⑵の適用を受ける

職員のうちその属する職務の級が４級であるも

の，同号エに規定する教育職給料表⑷の適用を

受ける職員のうちその属する職務の級が５級で

あるもの，同号オに規定する教育職給料表⑸の



適用を受ける職員のうちその属する職務の級が

５級であるもの，同項第４号アに規定する医療

職給料表⑴の適用を受ける職員のうちその属す

る職務の級が３級以上であるもの及び同号イに

規定する医療職給料表⑵の適用を受ける職員の

うちその属する職務の級が６級以上であるもの

に係る改正後の期末手当条例第３条第２項の規

定の適用については，同項の規定にかかわら

ず，同項中「 100分の 97.5」とあるのは「 100分

の 92.5」 と し ，「 100分 の 117.5」 と あ る の は

「 100分の 112.5」とする。  

（教育長に係る令和２年６月１日以降の日を

基準日とする期末手当の額の特例）  

第６条  教育長に係る第４条の規定による改正後

の神戸市職員に対する期末手当等の支給に関す

る条例第２条第２項の規定の適用については，

同 項 の 規 定 に か か わ ら ず ， 同 項 中 「 100分 の

222.5」とあるのは，「 100分の 220」とする。  

（教育委員会の職員に係る令和２年６月１日

以 降 の 日 を 基 準 日 と す る 勤 勉 手 当 の 額 の 特

例）  

第７条  教育委員会事務局及び教育委員会の所管

に属する学校その他の教育機関の職員であっ

て，神戸市職員の給与に関する条例第３条第１

項第１号に規定する行政職給料表の適用を受け

る職員のうちその属する職務の級が６級以上で

あるもの，同項第２号に規定する消防職給料表

の適用を受ける職員のうちその属する職務の級

が６級以上であるもの，同項第３号イに規定す

る教育職給料表⑵の適用を受ける職員のうちそ

適用を受ける職員のうちその属する職務の級が

５級であるもの，同項第４号アに規定する医療

職給料表⑴の適用を受ける職員のうちその属す

る職務の級が３級以上であるもの及び同号イに

規定する医療職給料表⑵の適用を受ける職員の

うちその属する職務の級が６級以上であるもの

に係る改正後の期末手当条例第３条第２項の規

定の適用については，同項の規定にかかわら

ず，同項中「 100分の 97.5」とあるのは「 100分

の 92.5」 と し ，「 100分 の 117.5」 と あ る の は

「 100分の 112.5」とする。  

（教育長に係る令和２年６月１日以降の日を

基準日とする期末手当の額の特例）  

第６条  教育長に係る第４条の規定による改正後

の神戸市職員に対する期末手当等の支給に関す

る条例第２条第２項の規定の適用については，

同 項 の 規 定 に か か わ ら ず ， 同 項 中 「 100分 の

222.5」とあるのは，「 100分の 220」とする。  

（教育委員会の職員に係る令和２年６月１日

以 降 の 日 を 基 準 日 と す る 勤 勉 手 当 の 額 の 特

例）  

第７条  教育委員会事務局及び教育委員会の所管

に属する学校その他の教育機関の職員であっ

て，神戸市職員の給与に関する条例第３条第１

項第１号に規定する行政職給料表の適用を受け

る職員のうちその属する職務の級が６級以上で

あるもの，同項第２号に規定する消防職給料表

の適用を受ける職員のうちその属する職務の級

が６級以上であるもの，同項第３号イに規定す

る教育職給料表⑵の適用を受ける職員のうちそ



の属する職務の級が４級であるもの，同号エに

規定する教育職給料表⑷の適用を受ける職員の

うちその属する職務の級が５級であるもの，同

号オに規定する教育職給料表⑸の適用を受ける

職員のうちその属する職務の級が５級であるも

の，同項第４号アに規定する医療職給料表⑴の

適用を受ける職員のうちその属する職務の級が

３級以上であるもの及び同号イに規定する医療

職給料表⑵の適用を受ける職員のうちその属す

る職務の級が６級以上であるものに係る第４条

の規定による改正後の神戸市職員に対する期末

手当等の支給に関する条例第３条第２項の規定

の適用については，同項の規定にかかわらず，

同 項 中 「 1 0 0分 の 9 5」 と あ る の は 「 1 0 0分 の

92.5」とし，「 100分の 115」とあるのは「 100分

の 112.5」とする。  

（施行細目の委任）  

第８条  略  

の属する職務の級が４級であるもの，同号エに

規定する教育職給料表⑷の適用を受ける職員の

うちその属する職務の級が５級であるもの，同

号オに規定する教育職給料表⑸の適用を受ける

職員のうちその属する職務の級が５級であるも

の，同項第４号アに規定する医療職給料表⑴の

適用を受ける職員のうちその属する職務の級が

３級以上であるもの及び同号イに規定する医療

職給料表⑵の適用を受ける職員のうちその属す

る職務の級が６級以上であるものに係る第４条

の規定による改正後の神戸市職員に対する期末

手当等の支給に関する条例第３条第２項の規定

の適用については，同項の規定にかかわらず，

同 項 中 「 1 0 0分 の 9 5」 と あ る の は 「 1 0 0分 の

92.5」とし，「 100分の 115」とあるのは「 100分

の 112.5」とする。  

（施行細目の委任）  

第４条  略  

 



第 34号議案 神戸市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正

する条例の件（概要） 

 
 

令和元年度における給与改定を見合わせていた、教育長と課長級以上の職員（教育委員会 

事務局に勤務する課長級以上の職員及び市立学校の校長等）について、下記の通り、期末手

当等の改定を行う。 

 

１．期末・勤勉手当の改定 

①令和元年度（年末手当） 

 現 行 改正案 引上げ月数 

教 育 長 2.20月 2.25月 ＋0.05月 

課長級以上 2.225月 2.275月 ＋0.05月 

 
②令和２年度以降（年間） 

 令和元年度 

改正後 

 

改正案 

 

夏期 年末 夏期 年末 

教 育 長 4.45月 2.20月 2.25月 4.45月 2.225月 2.225月 

課長級以上 4.50月 2.225月 2.275月 4.50月 2.250月 2.250月 

 
 
 

 

２．施行日 
令和２年６月１日（ただし、１①については、令和元年 12月１日から適用する。） 


